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◇大規模新エネの事業環境整備

○豊富な資源を活用した自立モデル検討（大規模卒FIT電源）
○競争力のある電源の導入促進（洋上風力）
○水素の有効活用による新エネの更なる導入

◇これまでの振り返り
○新たな電力システムへの対応
○需給一体型の新エネ活用促進
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■本日ご議論いただきたい領域

2

（
安
全
性
、
安
定
供
給
、
経
済
性
、
環
境
）

3E

＋
Ｓ

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

強
靭
化
・
有
効
活
用

安定性･経済性
を支える
環境づくり

新たな電力
システム

前提となる考え方

他エリアとの条件
不利を是正

⇒NWコストの格差
解消などに向けた
国への働きかけ

新たな環境・
エネルギー
ビジネスの育成

⇒新技術の活用

新たな電力
システムへの
対応

○ 北本連系や地内系統の増強

○ 既存系統の有効活用や地域MG技術の活用

○ NWの安定化に資する小規模安定電源の優先接続

○ デジタル技術（VPP、DR）の活用

検 討 の 視 点
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新エネ・省エネ促進行動計画策定検討に反映

懇話 会 に お け る 検 討 内 容

多
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な
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CO2フリーの
ポテンシャル
を活かす

新エネの
最大限活用

地域で活用

⇒新エネの多様
な自立モデル
の実証、実践
の地へ

全国大で活用

⇒新エネの本州
への移出

需給一体型
の新エネ活用
促進

○ 家庭、大口需要家、地域（地産地消）での活用

○ 省エネの加速化

○ 豊富な資源を活用した自立モデルの実証、実践

○ 洋上風力などポテンシャルを競争力ある電源として活用

○ 水素の有効活用

エネルギー
基地としての
北海道



■本懇話会で検討いただきたい内容 (第１回エネルギー懇話会の資料から)

◇大規模新エネの事業環境整備
〇課題等

・家庭用卒FIT電気の市場調達が活発化と2032年以降の住宅用発電以外の買取終了。
～卒FIT再エネの自家消費やアグリゲータによるビジネスモデル、再エネ新規投資

・洋上風力のポテンシャルと再エネ海域利用法の施行により、道内の導入拡大。
～手続きの迅速化と入札などによる導入促進策の推進

・風力、太陽光の道内企業の参入が課題。
～上記に関する事業者の関わり方や地域貢献

〇本懇話会で検討いただきたい内容
• 身近な地域で自立的に確保可能な新エネ資源の活用に係る検討によって、本道を新エネの「多

様な自立モデル」の実証・実践の地とすることができるのではないか。
• 本道新エネの本州への移出を検討することで、我国のエネルギーミックスに貢献する「エネル

ギー基地北海道」を目指すことができるのではないか。
• 水素の有効活用について検討することで、新エネの更なる導入や経済活性化を図ることができ

るのではないか。 など
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○大規模新エネの事業環境整備

◇道内のポテンシャル
 本道の全国随一の豊富な新エネポテンシャルを活かす上では、新エネ電源ごとの地域偏在性や

コスト低減の状況などに応じて、地域での活用のほか、全国大での活用を図ることも重要。

4
太陽光発電ポテンシャル 日本全国の海域の風況

出典：NEDO風況マップより
（NeoWins 高度100ｍ）



○大規模新エネの事業環境整備

◇安価に活用し得る電源
 今後、安価に活用し得る電源に、事業者の投資回収が終了する大規模卒FIT電源と、国においてコ
スト競争力の成長が見込まれる電源と位置づけられている洋上風力が考えられる。

 事業用太陽光や陸上風力といった大規模卒FIT電源については、FIT期間終了後も事業継続により、
さらなる地域産業への経済効果が見込まれる。

 また、洋上風力については、開発により、本道の豊富なポテンシャルの有効活用はもとより、港湾
整備、地元企業への資材・建設工事・メンテナンス等発注による地域への経済波及効果が見込まれ、
さらには我が国のエネルギーミックスへの貢献が期待できる。
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メガソーラー、風力発電（20kW以上）の導入量推移

風力発電（20kW以上） メガソーラー

＜太陽光発電（ 1,000kW以上）、風力発電（20ｋW以上）のFIT導入量
推移＞

※固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイトより作成 ※再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料



○大規模新エネの事業環境整備
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◇企業活動における環境経営の重要性
 民間企業がSDGｓに取り組むことで、共通価値創造を実現し、企業価値の持続的な向上を図ること

でESG投資を行う投資家の長期的な投資リターンの拡充につながるものとしている。
 安価な新エネ電源が拡大することで、相乗効果が期待される。

ESG投資とSDGｓの関係 再エネの調達方法と動向

※環境ビジネスフォーラム『再生可能エネルギー活用』と『企業の価値』資料 参照



■大規模新エネの事業環境整備の意義
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 国では、再エネについて、他の電源と比較して競争力ある水準までのコスト低減とFIT 制度からの自
立化を図り、日本のエネルギー供給の一翼を担う長期安定的な主力電源としていくことが示されてい
る。また、今後の再エネ利用拡大には、調整電源の確保のみならず、余剰電力を貯蔵する技術が鍵と
なり、大規模かつ長期間のエネルギー貯蔵を可能とする水素がその役割を果たすポテンシャルは大き
いとされている。

 また、SDGsの国連採択や、パリ協定の発効により、世界的に脱炭素化への認識が高まっており、新エ
ネを積極的に調達しようとするといった需要家ニーズの多様化とも相まって、新エネへの投資が強力
にけん引されている。

 こうした中で、本道のポテンシャルを活かすうえで、安価に活用し得る電源であり、

・事業継続により、更なる地域産業への経済効果が見込める大規模卒FIT電源
・開発により、地域への経済波及が見込める洋上風力

といった大規模新エネについて、水素の有効利用や、全国大での活用も含めた事業環境整備を進める
ことが重要。

 これら大規模新エネの事業環境整備の推進には、本道のポテンシャルの有効活用はもとより、地域へ
の経済波及、国のエネルギーミックスへの貢献といった意義がある。

 このため、大規模新エネの事業環境整備における考え方についてご議論いただきたい。



大規模新エネの
事業環境整備

＜意義＞
 ポテンシャルの

有効活用

 長期安定的な地域
への経済波及

 エネルギーミックス
への貢献

など

○豊富なポテンシャルを有し、安価に活用し得る電源であり、
・FIT期間終了後も事業継続により、更なる地元産業への経済効果が見込める｢大規模卒FIT電源｣
・港湾整備､地元企業への資材～建設工事～メンテナンスの発注により､地元への経済波及が見込める｢洋上風力｣
といった大規模新エネの全国大での活用も含めた事業環境整備が重要

■大規模新エネの事業環境整備の考え方

8

CO2

フリーの
ポテンシャル
を活かす

新エネの
最大限
活用

全国大
で活用

新エネの
本州への

移出

地域で
活用

新エネの
多様な

自立モデル
の実証･実
践の地へ

 本道のポテンシャルを最大限活用し、また脱炭素化への国際的な動きと協調した施策推進が重要。
 本道のポテンシャルについては、地域での活用に加え、全国大での活用が想定されるが、将来の連系線など
系統整備や需給状況等を見据え、その時々の状況を踏まえた最適な活用を検討していくことが重要。

 系統制約が存在する足下では地域での活用を推進しつつ、更なる新エネ導入拡大に向け、道としての便益を
確認しながら、全国大での活用も含めた大規模新エネの事業環境整備の検討を進めていくことが重要。

需給一体型の
新エネ活用促進

＜意義＞
 エネルギー地産地消
 経済合理的なエネ

ルギー需給システ
ムの構築

 地域課題への貢献
 レジリエンスの強化

など

導入量

・足下では系統制約により、
ポテンシャルを活かせない

2020年

・ポテンシャル
最大化による
貯蔵・移出

地産地消
（需給一体型）

更

時間

地産地消
（需給一体型）

・洋上風力
の開発拡大

・水素有効
利用の可能性

○全国大の再エネ導入目標達成への貢献
2030年：再エネ比率22～24％
2050年：主力電源化

○大規模新エネの事業環境整備に向けては、
「道としての便益」が確認できることが前提

＜検討の視点（例）＞
①道内新エネのコスト競争力（道外新エネより安い電源か）
②地域への波及効果（長期安定的な事業環境を確保できるか）
③北本増強の効果（増強コスト･効果･負担割合等は適切か）

・ポテンシャルを踏まえた
プッシュ型系統形成により、
系統制約解消の可能性

なる新エネ導
入

・2032年以降
大規模卒FIT
電源が出現

・人口減などによる需要減少も想定
⇒新エネ地産地消を推進しつつも、
全国大での活用も含めた
事業環境整備の検討が重要



◇大規模新エネの事業環境整備
○豊富な資源を活用した自立モデル検討（大規模卒FIT電源）

○競争力のある電源の導入促進（洋上風力）
○水素の有効活用による新エネの更なる導入

◇これまでの振り返り
○新たな電力システムへの対応
○需給一体型の新エネ活用促進
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○豊富な資源を活用した自立モデル検討（大規模卒FIT電源）

◇卒FIT電源の利用
 2032年以降、道内で大規模に導入が進んでいる事業用太陽光や陸上風力のFIT買取期間が終了。
 本道の豊富な新エネポテンシャルの持続的活用のためには、卒FIT電源の事業が継続され、長期安
定的に有効利用されることが重要。

 特に、事業用太陽光や陸上風力といった大規模卒FIT電源は、投資回収が終了した安価な電源とし
て活用されることが期待される。

 他方で、大規模卒FIT電源の活用には、まずは足下で地域での長期安定的な事業実施を支えるメン
テナンス体制の確立を図りつつ、リパワリングなど再投資につながる事業モデルの検討が必要。
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＜再エネメンテナンス体制の例＞ ＜太陽光発電の再投資促進に向けた取組（評価ガイドの活用）＞

PV2019太陽光発電フォーラム 経済産業省資料PV2019太陽光発電フォーラム 経済産業省資料



○豊富な資源を活用した自立モデル検討（大規模卒FIT電源）

-11-

◇卒FIT電源の事業継続に向けて
 卒FIT電源が発電事業を行う場合、発電計画を提出し、原則として計画値と同時同量の電気を供給す
る必要があり、予測・制御技術などのノウハウの不足から、FIT終了後も事業継続する上での制約と
なることが考えられる。

 事業継続に向けては、ノウハウある事業者（小売電気事業者やアグリゲータ）との連携を促していく
ことが有効と考えられる。また、集約化が図られることにより、ERABでの調整力増大も期待される。

 このため、卒FIT事業者が適切な判断をするための情報発信や、受け入れ側の環境づくりが必要。

実質的に変動電源の需給計画・
同時同量は困難なので、他のプ
レーヤーと連携する必要あり。

※ＥＲＡＢ

（エネルギー･リソース･アグリゲーション･ビジネス）

：需要家が保有する分散型エネルギーリソース

や電力の消費量をＶＰＰを用いて束ね（アグ

リゲーション）、ＤＲ等を活用し、系統運用

者の調整力をはじめ、需要家のエネルギーコ

スト削減、新エネルギーの出力抑制回避など

の様々な価値を提供するビジネスのこと。



○豊富な資源を活用した自立モデル検討（大規模卒FIT電源）

◇卒FIT電源の利用（事業用太陽光）
 卒FIT事業用太陽光の利用については、小売電気事業者やアグリゲーターへの販売、地域事業者へ

の引き継ぎ、他リソースと組み合わせた自家消費などが考えられるが、事業環境の変化が続いてい
る中、将来を見据えた議論が難しく、自立モデルは確立されていない。

 先行する検討事例を参考にしながら、需要家ニーズも踏まえつつ、エネルギー地産地消、さらには
全国大での活用も含めて、地域経済への貢献が促進されるような検討を進めていくことが必要。

12

FIT後の太陽光発電施設の取引プロセス例 ERABにおけるFIT後の再エネ電源の取引スキーム例

※電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会 資料



○豊富な資源を活用した自立モデル検討（大規模卒FIT電源）

◇卒FIT電源の利用検討事例（事業用太陽光）
 卒FITへの対応と需要拡大を将来に渡って検討しているモデルが発生してきている（さいたま市）。
 石狩市では地域MG事業の中で卒FIT電源を取り込むことを前提にマスタープランを策定中。

地域における小売電気事業者が重要

1 北海道電力
2 リエスパワー
3 イーレックス・スパーク・マーケティング
4 SEウイングズ
5 北海道瓦斯
6 リコージャパン
7 いちたかガスワン
8 ジェイコム札幌
9 アーバンエナジー

10 生活クラブエナジー
11 ワタミファーム＆エナジー
12 トドック電力
13 エネコープ
14 池見石油店
15 エーコープサービス
16 北日本石油
17 新電力フロンティア
18 オカモト
19 キタコー
20 どさんこパワー
21 有限会社Com-Allegro
22 テレ・マーカー

供給地域に北海道を含む小売電気事業者
（新電力ネットより）

-13-
※環境ビジネスフォーラム『再生可能エネルギー活用』と『企業の価値』資料 参照



○豊富な資源を活用した自立モデル検討（大規模卒FIT電源）

◇卒FIT電源の利用検討事例（陸上風力）
 卒FIT風力も自立モデルは未確立。先行する検討事例を参考に需要家ニーズも踏まえ、地産地消、
さらには全国大での活用も含めて、地域経済への貢献が促進される検討を進めていくことが必要。

 太陽光以上に急峻な出力変動を伴うことから、予測・制御技術や他リソースとの組み合わせによる
活用が重要であり、海外での実証も行われている。

 苫前町では、卒FIT風力の利用を想定し、グリーン電力販売及び水素利活用の実証が行われている。

-14-※中国経産局2019年問題セミナー資料 参照
※NEDO水素・燃料電池プロジェクト評価・課題共有ウィーク資料



■豊富な資源を活用した自立モデル検討（大規模卒FIT電源）

-15-

◇今後の検討に向けた考え方（大規模卒FIT電源）
●長期安定的な有効利用

⇒投資回収が終了した安価な電源として活用できるのではないか。
⇒そのためには、足下では長期安定的な事業実施を支えるメンテナンス体制を確立しつつ、
将来的な再投資につながる事業モデルを検討すべきではないか。

●卒FIT電源の事業継続
⇒小売電気事業者やアグリゲータとの連携を促すことで、事業継続が図られるのではないか。
⇒卒FIT事業者が適切な判断をするための情報発信が必要ではないか。
⇒アグリゲータの確保など受け入れ環境づくりの検討が必要ではないか。

●自立モデルの検討
⇒先行する検討事例を参考に、需要家ニーズを踏まえながら、エネルギー地産地消、さらには
全国大での活用も含めて、地域経済への貢献が促進されるような検討を進めていくことが必要
ではないか。

●北海道にふさわしいエネルギーの可能性
⇒大規模卒FIT電源の自立モデルを検討することで、新エネの持続可能な導入・拡大につながるの

ではないか。
⇒効果的な活用のためには集約化や他リソースとの組み合わせが重要であり、 ERABとも関連し、
需給一体型のリソースとしても活用できるのではないか。



◇大規模新エネの事業環境整備

○豊富な資源を活用した自立モデル検討（大規模卒FIT電源）
○競争力のある電源の導入促進（洋上風力）

○水素の有効活用による新エネの更なる導入

◇これまでの振り返り
○新たな電力システムへの対応
○需給一体型の新エネ活用促進
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○競争力のある電源の導入促進（洋上風力）

-17-

◇国の動向
 陸上風力の導入可能な適地が限定的な我が国において、洋上風力発電の導入拡大は不可欠である。

（中略）地域との共生を図る海域利用のルール整備や系統制約、基地港湾への対応、関連手続きの
迅速化と価格入札も組み合わせた洋上風力発電の導入促進策を講じていく。

（第5次エネルギー基本計画）
国ごとの主要再エネ比較

洋上と陸上風力の比較例



○競争力のある電源の導入促進（洋上風力）

◇導入拡大に向けた課題
 大規模に開発できれば発電コストが火力発電並となり、経済性が確保できる可能性のあるエネル
ギー源。一方で、我が国においては更なるコストダウンが課題（足下36円kWh → 2030年目標8~9円kWh）。

 国では、コストダウンの加速化に向けて入札制の導入が議論されている。

※再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
及び調達価格等算定委員会資料

-18-

＜海外の洋上風力コスト低減動向（入札結果）＞



○競争力のある電源の導入促進（洋上風力）

-19-

◇再エネ海域利用法（2019.4）
 一般海域の長期占有を実現するため、国が、促進区域を指定し、公募によって促進区域内の海域を

最大30年間占有することができる事業者を選定する制度。
 信頼性があり、かつ国民負担抑制のためコスト競争力のある電源として導入することの重要性から、

長期的、安定的かつ効率的な発電事業の実現を目指すもの。

※資源エネルギー庁資料



○競争力のある電源の導入促進（洋上風力）
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◇再エネ海域利用法と系統容量確保
 再エネ海域利用法に基づく促進区域の指定に当たっては、系統容量確保の見込みがあることが必要。
 系統容量について、事業者に確保を求める場合、洋上風力のコスト低減を進めるために必要な規模

で区域指定を行えないなどの課題があることから、国が、望ましい容量を決定し、当該容量をプッ
シュ型であらかじめ確保することが可能な仕組みへ移行する方向で制度の検討が進められている。

 道央圏を除いて系統の空き容量が無い本道においては、北本連系線・地域内系統を増強する場合の
効果を検証し、道としての便益を確認していくことが必要。

第二回懇話会資料再掲



○競争力のある電源の導入促進（洋上風力）
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◇国内・道内の洋上風力の開発に向けた動き
 全国で一般海域では1000万kW超のアセスメントなどの動きがある。
 道内では石狩沖、檜山沖でアセスメント中の事業者が出てきている。



○競争力のある電源の導入促進（洋上風力）
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◇道内の洋上風力の状況
 一般海域に先行して法整備が行われた港湾区域での計画として、石狩における洋上風力発電事業で

は、R4までには112MW（出力100MW）の開発を予定している。

【事業予定者】
・SPC（特別目的会社）設立に伴う事業実施主体の変更
（株）グリーンパワーインベストメントを代表事業者とする
連合体
→合同会社グリーンパワー石狩

【変更後の事業概要】
・総事業費 約630億円→約740億円
・発電所規模 104MW（4MW×26基）→112MW
（8MW×14基）
※発電所出力は約100MWに出力制御を予定しており変更なし。
・工事開始 平成29年夏頃→（陸上工事着工）令和2年春頃
（予定）
（海上工事着工）令和3年春頃（予定）
・運転開始 令和2年春頃→令和4年冬頃（予定）

※石狩市風力発電ゾーニング手法検討委員会 資料（H31.2）



○競争力のある電源の導入促進（洋上風力）
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◇導入推進に向けた道内の理解促進
 導入推進に向けては、漁業をはじめとした海域の先行利用者や地域の理解促進、道内の機運情勢を
図ることが不可欠。

 道では、現在、洋上風力に関心がある地域の自治体と勉強会を開催し、制度に関する情報提供や課
題の洗い出しを行っているところ。

 また、本年12月20日、国の機関や自治体、漁業団体など関係する機関が参画する「北海道洋上風力
推進連絡会議」を開催し、必要な情報共有や意見交換を行ったところ。

※北海道洋上風力推進連絡会議資料



○競争力のある電源の導入促進（洋上風力）
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◇洋上風力開発の地域への経済波及に向けた課題
 洋上風力の開発は、港湾整備、地元企業への資材～建設工事～メンテナンスの発注により、地元

への経済波及が見込まれる。一方で、国内風力発電機器メーカーが少ない状況の中、道内企業の
関連産業への参入が課題。

 特に、ランニングコスト低減や地域への雇用などの波及の観点ではメンテナンスが重要となるが、
人材確保、育成が課題。

北海道内の製造者別風車基数（H29）

• 日立製作所
～エネルコン（ド
イツ）」と提携
（自社生産を止め
O&Mへ）

• 三菱重工業
～ヴェスタス（デ
ンマーク）と洋上
風力発電専業の新
会社を発足

※「北海道における風力発電の現状と課題」経済産業省北海道産業保安監督部

メーカーの対応
1,6%

北海道内の風力発電の課題（H29）
～10発電所から18件回答～



■競争力のある電源の導入促進（洋上風力）
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◇今後の検討に向けた考え方（洋上風力）
●導入拡大の推進

⇒コストダウンの加速化が必要である一方で、足下では道内での開発に向けた動きが出てきて
おり、本道の豊富なポテンシャルの活用と、地域への経済波及効果の観点から、導入拡大を
進めるべきではないか。

⇒洋上風力の導入拡大に向けて必要な系統整備について、その効果を検証し、道としての便益を
確認していくことが必要ではないか。

●理解促進
⇒導入拡大には、地域はもとより全道的な理解が不可欠であり、地域循環や地域貢献など洋上

風力開発による地域への経済波及効果などについて理解促進を図るべきではないか。

●道内関連産業の参入
⇒道内企業の関連産業への参入を促す必要があるのではないか。
⇒導入後、長期に渡って必要なメンテナンスに係る人材確保・育成の仕組みが必要ではないか。

●北海道にふさわしいエネルギーの可能性
⇒本道新エネの本州への移出を検討することで、全国大のエネルギーミックスに貢献することが

できるのではないか。



◇大規模新エネの事業環境整備

○豊富な資源を活用した自立モデル検討（大規模卒FIT電源）
○競争力のある電源の導入促進（洋上風力）
○水素の有効活用による新エネの更なる導入

◇これまでの振り返り
○新たな電力システムへの対応
○需給一体型の新エネ活用促進
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○水素の有効活用による新エネの更なる導入

-27-

◇国の動向

 水素基本戦略（2017.12）、水素・燃料電池戦略ロードマップ（2019.3）、水素・燃料電池技術

開発戦略（2019.9）が策定され具体的な数値目標が設定されている。



○水素の有効活用による新エネの更なる導入
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◇水素製造の拡張性とポテンシャル
 様々な新エネから電解や改質によって製造することが可能であり、本道のポテンシャルや供給力を
活かす可能性がある。

 再エネ製造における水素コスト低減には、再エネのスケールメリットと、稼働率を勘案した水素製
造装置の適正化が必要。

太陽光/風力/水力
木質バイオマス

湿潤系バイオマス
家畜ふん尿
下水汚泥 など

道内では約78万頭（全国の
約58％）の乳用牛が飼養さ
れており、仮にこの家畜ふ
ん尿から水素を製造した場
合、水素の製造可能量は約

11億Nm3/年に相当。
（内部加温などは別途必要）※「水素の製造、輸送・貯蔵について」資源エネ

ルギー庁、「北海道における水素社会の形成に向
けて」北海道経済連合会などから作成



○水素の有効活用による新エネの更なる導入
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◇水素の利用
 水素は利活用の拡張性が高く、燃料電池車（FCV）や家庭用燃料電池(エネファーム)のほか、FC

フォークリフト・FCトラクター・FCバスや、業務用・産業用燃料電池として様々な産業で活用さ
れるほか、水素発電の取組も開始されている。

 人口減少も踏まえ将来に向けて、現行エネルギーの置き換えなどの検討も必要（産業化に向けた実
証事業の誘致、需要の拡大等）

水素の貯蔵供給方法と様々な利用形態 水素の分野ごとの利活用例

※「北海道水素社会実現戦略ビジョン」北海道 ※「北海道水素社会実現戦略ビジョン」北海道



○水素の有効活用による新エネの更なる導入
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水素STの経営的な必要台数例：2020年代後半
には、平均FCV900台/箇所の稼働率において
自立的運営を確立することを目指す。
（ＦＣＶと水素ステーションの普及に向けた
シナリオ：FCCJ）

◇水素供給
 FCV等の普及に不可欠な水素ステーションは、最適配置シミュレーションの結果などを踏まえ、国

内の１００カ所以上に開設されているが、道内での整備は極めて少ない。
 ステーション経営には一定以上の利用台数が必要であり、インフラ整備と水素需要のマッチングが
求められるほか、利便性向上の検討も重要。

水素ステーションまでの移動時間に関するアンケート
札幌市燃料電池自動車普及促進計画（本編）



○水素の有効活用による新エネの更なる導入

-31-

◇水素輸送・貯蔵

 水素輸送および貯蔵は様々な形態があり、その特性が異なる。

※有機ハイドライドや、メタネーション、アンモニアの形による輸送・貯蔵

高圧圧縮 ○現在最も一般的な方法 ×他の方法に比べ輸送効率が低い（短距離向け）

低温液化 ○大量輸送が可能 ×液化に伴うエネルギーロスが大きくコスト高

パイプライン ○大量に安定的な輸送が可能 △大規模な初期投資が必要 ×メンテナンス体制が不確立

他物質に変換(※) ○既存のインフラ活用が可能 ×技術開発段階であるなど各々の手法で課題を抱える

地域内：圧縮、地域外：液化

輸送距離による区分例

※北海道水素地域づくりプラットフォーム
（北海道開発局）｜近久校長講演資料



○水素の有効活用による新エネの更なる導入
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◇道内の取り組み
 道内でも新エネ水素製造を含めた取り組みが行われているが、地域ごとに有効なサプライチェーン
の検討が必要。

 当初からの水素製造を見越した計画的な余剰電力の設定検討など、新エネルギーを最大限に活用し
ようとする検討も進められている。

道内ならではの取り組みとして家畜ふん尿バイオガスプラントを起点とした水素サプライチェーンが実証中

※環境省地域連携-低炭素水素技術実証事業「家畜ふん尿由来水素を活用した水素ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ実証事業」資料



○水素の有効活用による新エネの更なる導入
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◇水素生産地と消費エリアの近接（コスト低減）

 水素製造のコスト低減には需要の拡大・確保が必須。

 また、現状の技術では輸送コストが高止まりとなるため、当面の間は、新エネルギー資源が確保でき

る地域と、エネルギー需要地が距離的に近接していることが必要。



○水素の有効活用による新エネの更なる導入
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◇水素の環境価値
 国では、水素のコストに関し、環境価値を含め既存のエネルギーコストと同等のコスト競争力実現

を目指すとしている。
 一方で、水素が持つ環境価値を顕在化し、評価・認定する仕組みの確立に向けた検討を進めるとし

ている。
 水素の有効活用に向け、環境価値をインセンティブとする仕組みづくりに向けた検討や国への提案、
働きかけを進めていくことが必要。

エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会 報告書



■水素の有効活用による新エネの更なる導入
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◇今後の検討に向けた考え方（水素）
●コスト削減

⇒水素社会の本格的な到来までの間においては、大きなコスト増大要因である輸送コストの低
減が不可欠であり、生産地と消費エリアの近接化を念頭に取組を進めることが必要ではないか。

※中核需要地を中心とした一定エリア圏（概ね100km圏程度)における生産と利活用、
またその圏内でのエネルギーの供給と需要のバランスを図ることが必要ではないか。

●環境価値
⇒環境価値をインセンティブとするための仕組みづくりに向けた国への提案、働きかけを進め

ていくことが必要となるのではないか。

●北海道にふさわしいエネルギーの可能性
⇒燃料電池車（FCV）や家庭用燃料電池(エネファーム)のほか、FCフォークリフト・FCトラク

ター・FCバスや業務用燃料電池の道内産業への活用の検討や、水素発電に関する取組も必要
ではないか。

⇒人口減少など将来の社会動向（エネルギー消費の減少など）も踏まえつつ、現状で利用される
エネルギーの水素への置き換えについて可能性を見極めていくことが重要ではないか。



◇大規模新エネの事業環境整備
○豊富な資源を活用した自立モデル検討（大規模卒FIT電源）
○競争力のある電源の導入促進（洋上風力）
○水素の有効活用による新エネの更なる導入

◇ これまでの振り返り
○新たな電力システムへの対応
○需給一体型の新エネ活用促進
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○これまでの振り返り（新たな電力システムへの対応）

-37-

新
た
な
電
力
シ
ス
テ
ム
へ
の
対
応

○ 北本連系や
地内系統の増強

○ 既存系統の有効活用や
地域MG技術の活用

○ NWの安定化に資する
小規模安定電源の
優先接続

○ デジタル技術
（VPP、DR）の活用

○北本連系の増強の検討
⇒本道に豊富に賦存する新エネの道外移出は今後の道経済の大きな

柱となる可能性
⇒増強によりもたらされる将来を見据えた便益検証を踏まえる必要

✓道外移出した新エネが安く取引されないか
✓安い新エネが道内移入するのではないか
✓まずは道内で有効利用すべきではないか

○大消費地である札幌への送電の検討

懇話会における検討内容 これまでのご議論を踏まえた論点

○地域MG技術の活用に向けた検討
⇒地域に自立型の分散電源が普及することは重要
⇒経済合理的なエネルギーシステム構築の検証が必要

✓自営線ではなく既存系統を活用すべきではないか
✓その場合に効率性から平時と非常時の需給調整者は分けて考えるべきではないか

⇒国の制度・規制、技術的な課題の整理が必要

○小規模安定電源の定義付け
⇒国で検討が進められている「地域活用電源」の概念と混同

しており用語として定義が必要

○新たなデジタル技術を活用した需給調整ビジネスの検討
⇒VPP、DRは調整力として今後進展する可能性
⇒国内外ともビジネスとして商用化されておらず、足下も踏まえた

本道への適用可能性の検証が必要
✓国等の実証事例を本道に持ち込んでも成功しないのではないか
✓一定エリアの需給調整は既存エネルギー会社が担うべきではないか

○新エネの更なる導入を見据えた検討が重要
⇒費用対効果を考慮
⇒新エネを大量に大消費地に送る機能を果たす
⇒広域的、効果的な系統運用を可能とする
⇒レジリエンスを高めることが可能な系統形成とする
⇒エネルギーミックス達成といった国施策と整合を図る

今後の検討に向けた考え方（第2回懇話会から）

○効率的なNW形成に向けた分散型リソースの最大限活用
⇒新エネやEVなど分散型リソース等の最大限活用

○ビジネスモデルの検討
⇒地域MGのビジネスモデル確立に必要な技術開発や環境整備の検討
⇒送電と配電の機能分化の見据えたビジネス化に関する検討

○国の制度整備に向けた情報収集

○地域の創意工夫による設備活用や本道の地域特性克服の取組の検討

○小規模安定電源の導入促進
⇒NW安定化や災害対策にも資する小規模安定電源の導入促進
⇒地域の持続可能な開発に貢献する効果的な活用方法の検討

○国等が行うNW形成計画に対し、小規模安定電源が優先的に接続
されるよう要望

○VPP、DRといった新たな技術活用
⇒VPPやDRといった技術手法の一層の推進
⇒ビジネス(ERAB)として育成・誘致



○これまでの振り返り（需給一体型の新エネ活用促進）
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給
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型
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○ 省エネの加速化

○ 家庭、大口需要家、
地域（地産地消）
での活用

○省エネのボトムアップに向けた検討
⇒現状で省エネが進んでいない反省が必要
⇒建築物・住宅の省エネ促進には適切な情報発信や普及啓発が重要
⇒運輸では次世代自動車普及とインフラ整備を一体で推進する必要

○新エネとの連携により広がる省エネの概念の整理
⇒新エネ自家消費を省エネ制度の取組として活用しようとする動き

などと連動した省エネの概念整理が必要

○新エネの熱供給活用の検討
⇒熱を中心とした新エネの活用を結び付けることは有効

○家庭での適用に向けた検討
⇒ZEHの普及に向けて蓄電池のコスト低減見通しなど必要な情報を

家庭に発信、普及啓発することが重要

○大口需要家での適用に向けた検討
⇒RE100やESG投資などで再エネ価値が高まる中、北海道の新エネ

ポテンシャルを活かした企業誘致が重要

○地域（地産地消）での適用に向けた検討
⇒地域に新規需要を呼び込みながら人口減少とコンパクトシティ化

などまちづくりの視点が重要
⇒地域の多様なステークホルダーとの連携が重要
⇒自治体の担う役割は大きく自治体担当者や首長の意識醸成の仕組

みづくりや人材育成が必要
⇒地域エネルギーの利活用、地域経済や住民生活の向上といった

メリットや課題の整理が重要
⇒水平展開にあたり検討視点を類型化しても単純に地域の適用でき

るものではなく地域主体の検討が必要
⇒道（懇話会）が目指す方向性を明確にするべき

懇話会における検討内容 これまでのご議論を踏まえた論点今後の検討に向けた考え方（第3回懇話会から）

○家庭での適用
⇒効果的な活用を判断するための情報発信・普及啓発
⇒自立運転機能を備えた自家消費モデルは災害時にも有効
⇒積雪・寒冷の地域特性を克服するための取組が、省エネと一体と

なった新エネの活用につながる可能性
⇒需給一体型のリソースとして家庭での暖房需要の脱炭素の加速化
⇒熱を中心とした新エネ活用との結び付け

○大口需要家での適用
⇒気候変動対応への要求の高まりと連動した、取組の加速化
⇒道内の需要家のニーズの掘り下げ
⇒本道の豊富なエネルギーを企業イメージ向上に活用する動きの促進

○地域（地産地消）での適用
⇒熱供給など分散型エネルギーリソースと組み合わせたエネルギー

システム構築が重要で、地域エネルギー事業のモデル構築が重要
⇒EV・FCV等の活用やインフラ整備が地域での取組推進につながる
⇒まちづくりや地域づくりとの連携が重要

○共通事項
⇒非常時の効果的活用のためには日常的に活用することが重要
⇒地域内経済循環のため市民参加や出資を促す検討､制度作りが必要
⇒道内でメンテナンスや運用が可能な企業、人材を確保する必要

○建築物・住宅
⇒ZEBやZEHの普及拡大に向けた取組

○運輸部門
⇒次世代自動車の普及促進とインフラ整備推進などの取組継続

○新エネとの連携
⇒可能な限りの省エネ推進と最大限の新エネ活用
⇒新エネの熱利用と省エネの連携
⇒卒FIT太陽光発電の有効活用
⇒ZEHの余剰電力の有効利用による地域全体での省エネ拡大
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